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【令和８年度】 総務部の運営方針に基づく個別事業 
 

事 業 名 健全な財政運営と行財政改革の推進 

事業概要 

令和７年３月に策定した行財政運営戦略大綱に基づき、限られた財源を効果的かつ効率的に

活用し、健全で効率的な行財政運営に努めます。また、統一的な基準による地方公会計制度に

基づく財務諸表の効果的な活用に向け、先進団体の事例も参考に、財政の「見える化」の調査・分

析を進めます。 

担  当 行財政マネジメントグループ 予 算 額 1,461 千円 

 

事 業 名 行政評価の実施 

事業概要 

第五次総合計画や行財政運営戦略プラン 2025、第 2 期総合戦略の取組状況などについて、

学識経験者や関係団体及び市民で構成する「行政評価委員会」において評価していただき、その

結果をわかりやすく公表します。 

担  当 行財政マネジメントグループ 予 算 額 65 千円 

 

事 業 名 情報公開・個人情報保護制度の適切な運用 

事業概要 
公文書の公開を請求する権利を保障するとともに、個人情報の権利利益の保護を図るため、情

報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用を図ります。 

担  当 法制・総務グループ 予 算 額 391 千円 

 

事 業 名 内部統制の推進 

事業概要 

地方公共団体を取り巻く様々なリスクに対し、自律的に対応するため、各組織におけるリスクの洗

い出しとその対応策を検討するとともに、そのリスク対応策の実施状況について検証を行い、PDCA

サイクル手法を用いた内部統制を推進します。 

担  当 法制・総務グループ 予 算 額 ― 

 

事 業 名 公平で公正な課税の推進 

事業概要 
住民税課税支援システムや固定資産情報管理システムを有効に活用し、市民税・府民税・森 

林環境税（個人住民税）や固定資産税・都市計画税の適正課税を推進します。 

担  当 税務グループ 予 算 額 8,998 千円 

 

 

 



2 

 

事 業 名 口座振替制度の活用推進と納税者の利便性向上 

事業概要 

安全で便利な納め忘れの少ない口座振替について、ペイジー口座振替サービスを利用し市役所 

窓口にて申し込み可能であることをPR し、口座振替を推進するとともに、従前からの金融機関やコ 

ンビニエンスストアでの窓口納付だけではなく、地方税統一QR コード（eL-QR）をご利用いただくこ 

とにより、スマートフォン決済やクレジット決済などの電子納税が可能になっており、利便性が向上して 

いることも PR します。 

担  当 税務グループ 予 算 額 690 千円 

 

事 業 名 市税の収納対策の強化 

事業概要 
市税の納期限内納付を推進するとともに、納付忘れの方に対しコールセンターからの納付勧奨電

話による納付の呼びかけを行い、市税の徴収率向上に努めます。 

担  当 税務グループ 予 算 額 3,281 千円 

 

事 業 名 公平な税負担の推進 

事業概要 
納付勧奨によってもなお納付の確認ができない場合には、催告及び資産調査等を行った後に滞

納処分等を行い、公平な税負担と自主財源の確保に努めます。 

担  当 税務グループ 予 算 額 － 

 

事 業 名 預貯金等照会システム導入事業（税関係） 

事業概要 

滞納者の財産調査の際に、これまでの全件紙による調査を改め、一部について「預貯金等照会

システム」を導入します。より早く財産調査の結果を得ることができることから、その結果を財産記録へ

転載し、滞納対策に活用します。 

担  当 税務グループ 予 算 額 776 千円 

 

事 業 名 市有建造物営繕事業の推進 

事業概要 
市有建造物について、営繕設計・工事監理を適正に実施し、安全性、機能性及び品質の確保

を図るとともに、計画的かつ効率的な施設整備を推進する。  

担  当 資産活用・契約グループ 予 算 額 － 
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事 業 名 今熊地区周辺エリア複合施設整備事業 

事業概要 
公共施設再配置計画等に基づき優先的に取組みを進める「今熊地区周辺エリア」において、複

合施設の整備に向けた基本設計等に取り組みます。 

担  当 資産活用・契約グループ 予 算 額 84,176 千円 

 

 

 

事 業 名 適正な財産管理 

事業概要 
公共施設の適正な維持管理に努めるとともに、市の所有する財産について、貸し付け等により、

一層の有効活用を検討します。 

担  当 資産活用・契約グループ 予 算 額 97,185 千円 

 

事 業 名 入札等制度の改善 

事業概要 
入札等における透明性、競争性、公正性などの向上を図るため、引き続き入札等制度の改善を

進めます。 

担  当 資産活用・契約グループ 予 算 額 76 千円 

 

 

 


